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Ⅰ．平成１９年度鉄道局関係予算のポイント

１．都市鉄道等の整備

３．整備新幹線の整備

２．地方鉄道活性化支援

４．安全・安心の確保

鉄道事業者が行う安全関係設備投資に対する支援、鉄道テロ対策等を推進する。また、駅の

耐震補強や地下駅の火災対策等防災対策を推進する。

① 都市鉄道の利便増進 ［８億円］

相鉄・東急直通線の整備等既存ストックを有効活用した都市鉄道の利便増進を図る。

② 成田高速鉄道アクセス線の整備 ［４８億円の内数（うち経済成長戦略推進施策 １５億円）］

都心部までの所要時間を３０分台とし、運行頻度も増大させ、大幅な利便向上を図る。

〈地方鉄道活性化支援事業〉

① 近代化補助による地方鉄道活性化支援の推進 ［２４億円（うち経済成長戦略推進施策 ４億円）］

地方鉄道に対し、安全に関する設備整備及び自治体と連携した再生への取組への支援
に加え、地域の企業・NPO等との協力による鉄道利用促進のための先進的な取組に対 し
重点的な支援を行う等地方鉄道活性化を推進する。

② ＬＲＴシステムの整備・ＤＭＶの普及促進に係る技術開発等 ［６億円等］

まちづくりと連携したＬＲＴシステムの整備を推進する。また、ＤＭＶ（デュアル・モード・ビー
クル）の普及促進のための技術開発等を推進する。

整備新幹線の整備 ［７０６億円］（事業費：２，６３７億円）

平成16年12月の政府・与党申合せに基づき、着実に整備を推進する。

5．個別事項への対応

（１） 鉄道におけるバリアフリー化の推進
鉄道駅におけるエレベーター等の整備によりバリアフリー化を促進する。

（２） 物流の効率化・環境対策の推進
東アジアとの国際物流の増大に対応するとともに、環境負荷の低い貨物鉄道の利用を促進
する観点から、北九州・福岡間の輸送力増強を図る。

（３） 技術開発の推進
超電導磁気浮上式鉄道（超電導リニア）、軌間可変電車（フリーゲージトレイン）等の技術開

発を推進する。

注：［ ］内は予算額（国費）



Ⅱ．平成１９年度鉄道局関係予算主要事項の概要

１．国際競争力の強化

国際競争力の強化に資する交通インフラを整備する観点から、空港利用者等
の利便性向上のための空港アクセス鉄道の整備及び国際物流に対応する貨物鉄
道の輸送力の増強を図る。

（11ページ）○ 空港アクセス鉄道の整備
・ 世界の主要空港に比肩し得るアクセス鉄道の整備を推進。

（12ページ）○ 北九州・福岡間鉄道貨物輸送力の増強
・ 増加する東アジアとの国際物流に対応し、北九州・福岡間の貨物鉄道の輸送力の
増強を推進 ［新規箇所］。

２．地域の活性化・都市再生

都市機能を支える都市鉄道の整快適でゆとりある都市生活を実現するため、
備を進める。

（13ページ）○ 都市鉄道の利便増進
・ 既存ストックを有効活用し、都市鉄道の利便の増進を図るため、連絡線等の整備
による速達性の向上、周辺整備と一体的な駅整備による交通結節機能の高度化を推
進 ［新規箇所］。

（15～17ページ）○ 地下高速鉄道等の整備
・ 通勤・通学時の混雑緩和、都市内交通の混雑解消に向け、地下鉄等都市鉄道の整
備を着実に推進。

（18～19ページ）○ 乗継の円滑化・鉄道駅の総合的な改善
・ 鉄道相互間等の乗継円滑化やまちづくりと一体となった鉄道駅の総合的な改善等
により交通結節点の整備を推進 ［新規箇所］。

個性と工夫に満ちた地域社会の再生・活性化等のための円滑な人の交流の実
現を目指し、整備新幹線の整備、幹線鉄道の高速化、地方鉄道活性化支援等を
進める。

（20～2２ページ）○ 新幹線鉄道整備事業
・ 国土の骨格を形成する高速交通機関の整備のため、平成１６年１２月の政府・与
党申合せに基づき整備新幹線の着実な整備を推進。

（2３ページ）○ 在来幹線鉄道の高速化
・ まちづくりや地域の活性化にも資する幹線鉄道の高速化を図ることにより既存ス
トックを最大限有効に活用した効率的な鉄道整備を推進。

（24～２７ページ）○ 地方鉄道活性化支援事業
・ 地方鉄道に対し、安全に関する設備整備及び自治体と連携した再生への取組への
支援に加え、地域の企業・ＮＰＯ等との協力による鉄道利用促進のための先進的な
取組に対して重点的な支援を行う等地方鉄道活性化を推進。

・ 環境にやさしく利用者本位の交通体系を構築するため、まちづくりと連携したＬ
ＲＴシステムの整備を推進。

・ ＤＭＶの普及促進に係る新しいシステムの実用化のための技術開発を推進。
［新規事項］

・ 沿線の自治体、企業・ＮＰＯ・住民の創意工夫と活力を引き出した新たな地方鉄
道活性化支援方策や経営改善方策の調査を行う ［新規事項］。



３．安全・安心の確保

防災・減災や輸送の安全性の向上等による安全・安心の確保のために、駅の
耐震補強や地下駅火災対策のための施設整備及び車両の安全性・運転士の資質
の向上のための技術開発等を推進する。

（2８ページ）○ 地下駅の火災対策
・ 地下駅における利用者の安全を確保するため、火災対策基準に適合していない地
下駅の火災対策施設の整備を推進。

（2９ページ）○ 鉄道駅の耐震補強
・ 多数の駅利用者の安全及び発災時に駅の果たす防災機能を確保するため、緊急人
員輸送の拠点等の機能を有する主要な鉄道駅について耐震補強を推進。

（３０ページ）○ 地下鉄等における災害情報基盤の整備
・ 地下鉄の地下区間等の電波遮蔽区間において、大規模地震等の災害時に外部から
の情報が遮断されることから生じる混乱等による二次災害を回避するため、地上波
放送の再送信設備の整備を推進。

（３１ページ）○ 地方鉄道における安全対策
・ 経営基盤の脆弱な鉄道事業者が行う安全対策に資する設備整備に対する支援を推
進。
・ 地方鉄道の安全管理体制・人材育成の強化を支援する ［新規事項］。

（3２ページ）○ 鉄道の安全対策等に係る技術開発等
・ これまでの車体前面強度等の研究に加え、福知山線事故を踏まえて、横転・転覆
等側面方向の検討も追加した車両の衝突安全性についての研究を深度化。
・ ＧＰＳ等の情報により列車の位置を検知し、曲線等の速度制限箇所におけるブレ
ーキ制御や運転取扱いに関する情報の表示等を行う運転管理システムの基礎的研究
開発を推進 ［新規事項］。

・ 福知山線の脱線事故等を受け、運転士の資質の向上等を図るための総合的な方策
に関する調査検討を実施。

（3６ページ）○ 鉄道テロ対策に資する新技術の活用に関する調査
・ 安全・安心な輸送サービスを確保するため、鉄道テロ対策に資する新しい技術の
活用可能性について、実証実験等を含めた調査・検討を行う ［新規事項］。

４．柔軟で豊かな社会の実現

鉄道を利用する高齢者、障害者をはじめとした移動制約者等の移動の円滑化
を図るため、バリアフリー化を推進する。

（3７ページ）○ 鉄道におけるバリアフリー化の推進
・ 鉄道駅におけるエレベーター等の整備を着実に推進することにより、バリアフリ
ー化を促進。
・ 鉄道におけるバリアフリーをさらに深度化するための方策について、調査・検討
を行う ［新規事項］。

物流の効率化、環境対策の推進を図るため、モーダルシフトに資する貨物鉄
道の整備を進める。

【再 掲】○ 北九州・福岡間鉄道貨物輸送力の増強



Ⅲ．平成１９年度鉄道局関係予算事業費・国費総括表

区　　　　　　分
事　　　業　　　費

１９年度予算額 １８年度予算額 倍　率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ/Ｂ）

【公共事業関係費】

[新幹線]
１． 新幹線鉄道整備事業 263,700 226,547 1.16

[都市・幹線鉄道] 117,532 129,355 0.91
２． 都市鉄道利便増進事業 2,400 450 5.33
３． 地下高速鉄道整備事業 69,020 76,089 0.91
　 ・新線建設等 69,020 76,089 0.91
 　・過去分 － － －

４． ニュータウン鉄道等整備事業 19,190 18,819 1.02
 　・新線建設等 19,190 18,819 1.02
 　・過去分 － － －

５． 幹線鉄道等活性化事業 8,908 10,275 0.87
 　・高速化 1,770 1,350 1.31
 　・旅客線化 5,486 7,230 0.76
　 ・貨物鉄道 117 670 0.17
 　・乗継円滑化 1,535 1,025 1.50

６． 鉄道駅総合改善事業 11,205 13,005 0.86
 　・都市一体型 4,005 5,805 0.69
 　・移動円滑化 7,200 7,200 1.00

７． 地下駅火災対策施設整備事業 4,500 8,550 0.53
８． 鉄道駅耐震補強事業 990 900 1.10
９． 地下鉄等災害情報基盤整備事業 440 400 1.10
10． 鉄道防災事業 880 867 1.01

小　　　　　計 381,232 355,902 1.07

【その他事項経費】

１． 戦傷病者等無賃乗車船等負担金 － － －
２． 鉄道技術開発費補助金等 4,199 4,421 0.95
　 ・超電導磁気浮上方式鉄道 3,235 3,435 0.94
   ・高温超電導磁石等高度化 200 200 1.00
   ・一般鉄道 724 786 0.92
   ・ＤＭＶ 40 0 －

３． 整備新幹線建設推進高度化等事業費補助金 3,350 3,450 0.97
４． 鉄道軌道整備費等補助金 9,921 10,637 0.93
   ・近代化 7,016 7,643 0.92
   ・ＬＲＴ 2,200 2,200 1.00
   ・運営費 － － －
   ・災　害 272 272 1.00
   ・踏　切 433 522 0.83

５． 交通施設バリアフリー化設備整備費補助金 9,000 9,000 1.00
６． 譲渡線建設費等利子補給金 － － －
７． 新線調査費等補助金 － － －
８． 鉄道整備等基礎調査委託費 － － －

小　　　　　計 26,470 27,508 0.96

９． 年金給付等特例業務補助金 － － －



（単位：百万円）

国　　　　　　費

１９年度予算額 １８年度予算額 倍　率 備　　　　　考
（Ｃ） （Ｄ） （Ｃ/Ｄ）

70,600 70,600 1.00

40,811 43,179 0.95
800 150 5.33

28,040 29,879 0.94
17,393 19,174 0.91
10,647 10,705 0.99
4,805 4,136 1.16
4,796 4,123 1.16
9 13 0.68

1,525 1,703 0.90
472 360 1.31
711 937 0.76
35 201 0.17
307 205 1.50
3,201 3,561 0.90
801 1,161 0.69
2,400 2,400 1.00
1,500 2,850 0.53
330 300 1.10
110 100 1.10
500 500 1.00

111,411 113,779 0.98

239 287 0.83
1,171 1,197 0.98
669 704 0.95
100 100 1.00
362 393 0.92
40 0 －

3,350 3,450 0.97
3,238 3,469 0.93
2,401 2,618 0.92
550 550 1.00
39 33 1.19
68 68 1.00
180 200 0.90
3,000 3,000 1.00
743 743 1.00
334 543 0.61
180 0 －

12,254 12,688 0.97

0 32,500 0.00

〔バリアフリー関係予算（国費 〕）

区 分 18年度予算 19年度予算 倍率

公 共 2,400 2,400 1.00

非 公 共 3,000 3,000 1.00

公共(地下鉄等) 3,043 3,152 1.04

計 8,443 8,552 1.01

（注）1.公共は「鉄道駅総合改善事業費補助（移動円滑化 」）
2.非公共は「交通施設バリアフリー化設備整備費補助金」
3.公共(地下鉄等)は「地下鉄・ニュータウン鉄道等整備事業」の内数

〔経済成長戦略推進施策（国費 〕）

事 業 名 19年度予算

成田高速鉄道アクセス線の整備 1,451

地方鉄道活性化支援事業 410

（注）1.「成田高速鉄道アクセス線の整備」はニュータウン鉄道等整備事業(公共)
の内数
2.「地方鉄道活性化支援事業」は近代化補助金(非公共)の内数



Ⅳ．平成１９年度鉄道局関係財政投融資計画等総括表

機  　　関　　  名 区　分 平成１９年度 平成１８年度

１．鉄道建設・運輸施設整備支援機構（建設勘定） － ５６６億円 ４４３億円

２．日本政策投資銀行
　
○広域ネットワーク整備
　　・広域ネットワーク整備
　　　　広域ネットワーク整備
　　　　　広域ネットワーク整備事業
　　　　　　（大都市圏・基幹鉄道整備事業）

融資

広域ネットワーク
整備枠として
　２，６００億円の
　内数

広域ネットワーク
整備枠として
　２，５１０億円の
　内数

出資
　１，２５０億円の
　内数

　　　２５０億円の
　内数

　○地域社会基盤整備
　　　・地域社会基盤整備
　　　　　地域社会基盤整備
　　　　　　地域社会基盤整備事業
　　　　　　　（地方私鉄（事故防止工事等））

融資

地域社会基盤整
備枠として
　１，６００億円の
　内数

地域社会基盤整
備枠として
　１，３００億円の
　内数

出資
　１，２５０億円の
　内数

　　　２５０億円の
　内数

　○地域社会基盤整備
　  　・地域社会基盤整備
　　　    地域社会基盤整備
　　　　　　地域社会基盤整備事業
　　　  　　　　（鉄道建設・運輸施設整備支援機構
　　　　　　　　　特例業務用地処分活用促進事業）

融資

地域社会基盤整
備枠として
　１，６００億円の
　内数

地域社会基盤整
備枠として
　１，３００億円の
　内数

出資
　１，２５０億円の
　内数

　　　２５０億円の
　内数



平  成  １  ９  年  度  の  概  要

○民鉄線の建設及び大改良
財政融資資金借入金（融資比率　建設４０％、借換１００％）

○安全防災対策工事（立体交差化、事故防止）　（政策金利Ⅱ、５０％　※１）
○輸送力増強工事（都市中心部乗入、新線建設、複線化、大規模都市鉄道新線多目的旅客ター
ミナル施設　※２）　（政策金利Ⅱ、５０％　※１）
○利用者利便性向上工事（通勤混雑緩和対策、交通弱者対応工事、駅ターミナル機能高度化）
（政策金利Ⅱ、５０％　※１）

※１
・長期資金の調達力の特に高い（トリプルＡ）事業者について、在来線に係る輸送力増強工事は対
象除外。また、同事業者のうち在来線の輸送密度が高く、かつ、路線整備が進捗している事業者
については、対象事業を安全防災対策工事及び在来線を除く輸送力増強工事に限る。
・長期資金の調達力の特に高い（トリプルＡ）事業者については、原則として融資比率は３０％とす
る。但し、同事業者のうち在来線の輸送密度が低い、又は、路線整備が遅れている事業者が行う
安全防災対策工事については、融資比率を４０％とする。
・長期資金調達能力の高い（ダブルＡ、シングルＡ）事業者について、原則として融資比率を４０％
とする。但し、民間金融機関等の要請がある場合や、公共性が特に高い場合等については、例外
的に融資比率の弾力的な運用を可能とする。

※２
大規模都市鉄道新線多目的ターミナル施設は民鉄事業者のみを対象とし、政策金利はⅠ。

平成１９年度出資枠　１，２５０億円

○近代化・合理化工事　（政策金利Ⅰ、５０％）
○事故防止、交通弱者対応工事　（政策金利Ⅱ、５０％）

平成１９年度出資枠　１，２５０億円

○建物提案方式　（政策金利Ⅱ、４０％）

※
平成２４年度末までに土地売買契約を締結したものに限る。但し、残存する土地（特に大型案件）
処分の進捗状況を勘案し、２年毎に見直しする。

平成１９年度出資枠　１，２５０億円



Ⅴ．新規事項等の概要

（⇒12ページ）１．鉄道貨物輸送力の増強

○ 九州地区の港を経由した東アジアの輸出入貨物等、九州向けの需

要は増加しており、更なる輸送力増強の必要があることから、新た

、 。に北九州・福岡間について 貨物列車長編成化のための整備を行う

・ 新規箇所］北九州貨物ターミナル・福岡貨物ターミナル間［

（⇒11・13ページ）２．都市鉄道の利便増進・ 空港アクセス鉄道の整備

○ 首都圏における広域的な都市鉄道ネットワークの形成を図り、都

市鉄道の利便性を向上させるため、横浜市及び神奈川県央部と東京

「 」 。都心間の速達性の向上に資する 相鉄・東急直通線 の整備を行う

・ 新規箇所］相鉄・東急直通線の整備［

○ 国際競争力のある都市形成及び観光立国の実現に必要な交通基盤

整備として、成田高速鉄道アクセス線について、特に時間短縮効果

の高い高速対応（１６０ｋｍ／ｈ）の新線建設部分、及び運行頻度

（フリークエンシー）を増大させ大幅な利便性の向上を図るための

施設整備を推進する。

・ 経済成長戦略推進施策］［

（⇒19ページ）３．鉄道駅の総合的な改善

、○ 自由通路や交通広場の整備等と一体的に駅の改良やエレベーター

エスカレーター の設置等を行うことにより、円滑な歩行者動線の確

保や駅内外のバリアフリー化等鉄道利用者や地域住民の利便性の向

上を図る。

［ ］ （ ）、 （ ）・ 新規箇所 野方駅 西武新宿線 西宮北口駅 阪急神戸本線



（ ）４ 地方鉄道活性化支援． ⇒24～27ページ

○ 鉄道軌道近代化設備整備費補助の「再生計画」に基づく事業（自

） 、治体のまちづくり等と連携して行われる地方鉄道の活性化 のうち

特に、地域の企業・ＮＰＯ・住民等による先進的な利用促進の取組

に対し重点的に支援を行う。

・ 経済成長戦略推進施策］［

○ ＤＭＶ（デュアル・モード・ビークル）の普及に資するコスト低

減等の新しいシステムの技術開発を進める ［新規事項］。

○ 沿線の自治体、企業・ＮＰＯ・住民の創意工夫と活力を引き出し

た新たな地方鉄道活性化支援方策や経営改善方策の調査を行う ［新。

規事項］

（ ）５ 鉄道の安全対策． ⇒31～32ページ

。［ ］○ 地方鉄道の安全管理体制・人材育成の強化を支援する 新規事項

○ ＧＰＳ等の情報により列車の位置を検知し、曲線等の速度制限箇

所におけるブレーキ制御や運転取扱いに関する情報の表示等を行う

運転管理システムの基礎的研究開発を進める ［新規事項］。

（⇒36ページ）６．鉄道テロ対策に資する新技術の活用に関する調査

○ 安全・安心な輸送サービスを確保するため、鉄道テロ対策に資す

る新しい技術の活用可能性について、実証実験等を含めた調査・検

討を行う ［新規事項］。

（⇒37ページ）７．鉄道におけるバリアフリー化の推進

○ 鉄道におけるバリアフリーをさらに深度化させるため、可動式ホ

ーム柵等の導入に関する調査・検討及び鉄道利用者への心のバリア

フリーの浸透を図るための調査・検討を行う ［新規事項］。



Ⅵ．平成１９年度鉄道局関係予算の概要（施策別）

区　　　　　　分
平成１９年度予算額

事　業　概　要　等
事業費 国　　費
（百万円） （百万円）

１．国際競争力の強化
(1) 空港アクセス鉄道の整備 19,190の内数 4,805の内数 成田高速鉄道アクセス線の整備

(2) 鉄道貨物輸送力の増強 117 35 貨物列車長編成化のための待避線延伸等

【新規箇所】北九州貨物ターミナル・福岡貨物ターミナル間

２．地域の活性化・都市再生
（快適でゆとりある都市生活の実現）

(1) 都市鉄道の利便増進 2,400 800 連絡線等の整備及び周辺整備と一体的な駅整備

【新規箇所】相鉄・東急直通線の整備

(2) 地下高速鉄道の整備 69,020 28,040 地下鉄の新線建設等

(3) ニュータウン鉄道の整備 19,190の内数 4,805の内数 ニュータウン鉄道の新線建設等

(4) 幹線鉄道等の活性化（旅客線化） 5,486 711 貨物鉄道の旅客線化

(5) 乗継の円滑化 1,535 307 駅構内の配線変更等による相互直通運転化等

(6) 鉄道駅の総合的な改善 4,005 801 まちづくりと一体となった鉄道駅の総合的な改善等
【新規箇所】野方駅（西武新宿線）、西宮北口駅（阪急神戸本線）

（個性と工夫に満ちた地域社会の再生・活性化等）

(7) 新幹線鉄道整備事業 263,700 70,600 整備新幹線の建設

(8) 整備新幹線建設推進高度化等事業 3,350 3,350 整備新幹線の未着工区間の調査等

(9) 在来幹線鉄道の高速化 1,770 472 線路の曲線改良、部分複線化等

(10) 地方鉄道活性化支援事業

①地方鉄道活性化（近代化補助） 7,016 2,401 活性化・安全性向上のための設備整備等

②ＬＲＴシステムの整備 2,200 550 低床型車両の導入、ＬＲＴシステムの施設整備

③ＤＭＶの普及促進に係る技術開発 40 40 【新規事項】

④活性化支援・経営改善方策調査 - 180の内数 【新規事項】

３．安全・安心の確保
(1) 地下駅の火災対策 4,500 1,500 地下駅の避難通路及び排煙設備の緊急整備

(2) 鉄道駅の耐震補強 990 330 乗降人員１万人／日以上の在来線駅の耐震補強

(3) 地下鉄等における災害情報基盤の整備 440 110 電波遮蔽区間における災害時の情報受信が可能な施設整備

(4) 地方鉄道における安全対策 7,016の内数 2,401の内数 安全性向上のための設備整備等

【新規事項】安全管理体制・人材育成強化

(5) 鉄道の安全対策等に係る技術開発等 724の内数 362の内数 脱線及び震災時の被害軽減に関する技術開発等

【新規事項】次世代運転管理システムの技術開発

(6) 鉄道防災事業 880 500 落石・なだれ対策等及び青函トンネル改修

(7) 鉄道災害復旧事業 272 68 大規模災害時の災害復旧

(8) 踏切道の改良 433 180 踏切事故防止等のための踏切保安設備の整備

(9) 鉄道テロ対策に資する新技術の活用 - 180の内数 【新規事項】
に関する調査

４．柔軟で豊かな社会の実現
鉄道におけるバリアフリー化の推進

①鉄道駅のバリアフリー化 28,720 8,552 エレベーター等の設置による段差の解消等
②バリアフリーの深度化方策に関
する調査

- 180の内数 【新規事項】

５．技術開発
(1) 超電導リニア 3,235 669

　超電導リニアに係る技術開発
(2) 高温超電導磁石等高度化 200 100

(3) 軌間可変電車（フリーゲージトレイン） 3,350の内数 3,350の内数 フリーゲージトレインに係る技術開発

６．その他
(1) 戦傷病者等無賃乗車船等負担金 - 239

(2) 譲渡線建設費等利子補給金 - 743

(3) 新線調査費等 - 334

(4) 鉄道整備等基礎調査委託費 - 180

(5) 年金給付等特例業務補助金 - 0

【うち経済成長戦略推進施策】
事　　　項　　　名 事業費 国　　費 事　業　概　要　等

（百万円） （百万円）

(1) 成田高速鉄道アクセス線の整備 5,441 1,451 大幅な利便性の向上を図るための施設整備

(2) 地方鉄道活性化支援事業 1,230 410 鉄道の利用促進のための先進的な取組を重点的に支援



１．国際競争力の強化

(１)空港アクセス鉄道の整備

［ 、 ］事業費：19,190百万円の内数 国費：4,805百万円の内数

空港の国際化、利用の広域化が進展し、国際航空旅客も急増する中で、国際競争力

のある都市の形成に必要な交通基盤整備の一環として空港アクセス鉄道の整備を推進

する。

○整備中の路線

・成田高速鉄道アクセス（株）

成田高速鉄道アクセス線（印旛日本医大～成田空港：19.1㎞）

〈平成２２年度開業予定〉

【成田高速鉄道アクセス線】

［ ］ ［ 、 ］うち経済成長戦略推進施策 事業費：5,441百万円 国費：1,451百万円

国際競争力のある都市形成及び観光立国の実現に必要な交通基盤整備として、特に

時間短縮効果の高い高速対応（160㎞／ｈ）の新線建設部分、及び運行頻度（フリー

クエンシー）を増大させ大幅な利便性の向上を図るための施設整備を推進する。

○整備概要

・ 新線整備（印旛日本医大～成田空港（19.1km））

・ 北総線・千葉ＮＴ線の改良、空港内駅部の改良

○整備期間　 平成14年度～平成21年度

○開業予定　 平成22年度

成田空港高速鉄道線

成田高速鉄道アクセス線

北総線

京成本線

日暮里駅

東京駅

千葉ニュータウン線

成田国際空港

成田高速鉄道アクセス線路線図

・既設線の改良工事

・新線建設（１６０㎞／ｈ：経済成長戦略推進施策）

京成高砂駅

小室駅 印旛日本医大駅

香港国際空港

２３分中国

※アクセス鉄道建設中北京空港

６０分中国

※アクセス鉄道建設中仁川国際空港

４５分韓国

金浦空港

５５分韓国

成田国際空港

３６分 （← ５１分）日本

アジア主要空港の鉄道アクセスについて

香港国際空港

２３分中国

※アクセス鉄道建設中北京空港

６０分中国

※アクセス鉄道建設中仁川国際空港

４５分韓国

金浦空港

５５分韓国

成田国際空港

３６分 （← ５１分）日本

アジア主要空港の鉄道アクセスについて



（ ） ［ 、 ］２ 北九州・福岡間鉄道貨物輸送力の増強 事業費：117百万円 国費：35百万円

東アジアとの国際物流の増加に対応していくとともに、環境負荷の少ない大量輸送

機関である鉄道貨物輸送へのモーダルシフトを促進する必要があることから、本年度

完成する山陽線鉄道貨物輸送力増強事業に引き続き、九州地区の港を経由した東アジ

アとの輸出入貨物の増加等に対応するため、新たに北九州・福岡間について、貨物列

車長編成化のための整備を行う。

整備内容○

北九州・福岡間において、貨物列車の長編成（２６両1,300トン）走行化を図る上

での制約要因となっている待避線延伸等の工事を実施 〈平成２２年度完成予定〉。

（参 考）

・東海道線鉄道貨物輸送力増強事業：東京～吹田（平成５年度～平成９年度）

・山陽線鉄道貨物輸送力増強事業 ：吹田～北九州（平成１４年度～平成１８年度）

【長編成コンテナ】

約17万ﾄﾝ／年の
輸送力増強

約3.2万ﾄﾝ／年の
CO2削減

約27ﾄﾝ／年の
NOx削減

約17万ﾄﾝ／年の
輸送力増強

約3.2万ﾄﾝ／年の
CO2削減

約27ﾄﾝ／年の
NOx削減



２．地域の活性化・都市再生
＜快適でゆとりある都市生活の実現＞

（１）都市鉄道の利便増進 ［事業費：2,400百万円、国費：800百万円］

概成しつつある都市鉄道ネットワーク（既存ストック）を有効活用し、その利便

の増進を図るため、都市鉄道等利便増進法に基づき、連絡線等の整備による速達性

の向上、周辺整備と一体的な駅整備による交通結節機能の高度化を推進する。

○継続事業：相鉄・ＪＲ直通線（西谷駅～横浜羽沢駅付近）

〈平成２６年度完成予定〉

阪神三宮駅〈平成２４年度完成予定〉

○新規事業：相鉄・東急直通線（横浜羽沢駅付近～日吉駅）

〈平成３０年度完成予定〉

【相鉄・東急直通線（新規）及び相鉄・ＪＲ直通線】

【参考】税制改正（延長）

、 、○ 都市鉄道利便増進事業により取得する鉄道施設等について トンネルを非課税

鉄道施設等の課税標準を５年間２／３に軽減（固定資産税、都市計画税）

二俣川

西谷駅

小田急小田原線
JR東海道貨物線

東急東横線

相鉄本線

JR東海道線

JR横須賀線

相鉄いずみ野線

横浜

新宿

東京

新橋

品川

渋谷

大崎

日吉駅

東急目黒線

目黒

田園調布

大和 横浜羽沢駅付近

JR山手線

海老名

相鉄厚木線

厚木

綱島駅

東京地下鉄１３号線等
と相互直通運転（予定）

新横浜駅（仮称）

相鉄・東急直通線

相鉄・ＪＲ直通線

湘南台

〔時間短縮効果例〕

二俣川～目 黒
大 和～新横浜
海老名～目 黒
湘南台～新横浜

現行 ⇒ 整備後（短 縮 時 間）
５４分 ⇒ ３８分 （約１６分短縮）
４２分 ⇒ １９分 （約２３分短縮）
６９分 ⇒ ５４分 （約１５分短縮）
４９分 ⇒ ２３分 （約２６分短縮）

〔乗換回数〕
〔２回⇒０回〕
〔１回⇒０回〕
〔２回⇒０回〕
〔１回⇒０回〕

整備区間

整備期間

事 業 概 要

〔相鉄・東急直通線〕

横浜羽沢駅付近～

日吉駅

（約10km）

平成19～30年度

〔相鉄・JR直通線〕

西谷駅～

横浜羽沢駅付近

（約 2.7km）

平成18～26年度

（新規）

（１７年度採択）

二俣川

西谷駅

小田急小田原線
JR東海道貨物線

東急東横線

相鉄本線

JR東海道線

JR横須賀線

相鉄いずみ野線

横浜

新宿

東京

新橋

品川

渋谷

大崎

日吉駅

東急目黒線

目黒

田園調布

大和 横浜羽沢駅付近

JR山手線

海老名

相鉄厚木線

厚木

綱島駅

東京地下鉄１３号線等
と相互直通運転（予定）

新横浜駅（仮称）

相鉄・東急直通線

相鉄・ＪＲ直通線

湘南台

〔時間短縮効果例〕

二俣川～目 黒
大 和～新横浜
海老名～目 黒
湘南台～新横浜

現行 ⇒ 整備後（短 縮 時 間）
５４分 ⇒ ３８分 （約１６分短縮）
４２分 ⇒ １９分 （約２３分短縮）
６９分 ⇒ ５４分 （約１５分短縮）
４９分 ⇒ ２３分 （約２６分短縮）

〔乗換回数〕
〔２回⇒０回〕
〔１回⇒０回〕
〔２回⇒０回〕
〔１回⇒０回〕

〔時間短縮効果例〕

二俣川～目 黒
大 和～新横浜
海老名～目 黒
湘南台～新横浜

現行 ⇒ 整備後（短 縮 時 間）
５４分 ⇒ ３８分 （約１６分短縮）
４２分 ⇒ １９分 （約２３分短縮）
６９分 ⇒ ５４分 （約１５分短縮）
４９分 ⇒ ２３分 （約２６分短縮）

〔乗換回数〕
〔２回⇒０回〕
〔１回⇒０回〕
〔２回⇒０回〕
〔１回⇒０回〕

整備区間

整備期間

事 業 概 要

〔相鉄・東急直通線〕

横浜羽沢駅付近～

日吉駅

（約10km）

平成19～30年度

〔相鉄・JR直通線〕

西谷駅～

横浜羽沢駅付近

（約 2.7km）

平成18～26年度

（新規）

（１７年度採択）



【都市鉄道利便増進事業のスキーム】

【都市鉄道利便増進事業のイメージ】

○速達性の向上

○駅施設の利用円滑化

速達性向上計画

鉄道事業者

国土交通大臣

地方公共団体

（計画作成）

（計画案の提案、

計画への同意）

連絡線・相互直通施設等の整備

基本方針（国土交通大臣が策定）

交通結節機能高度化計画

鉄道事業者

国土交通大臣

地方公共団体（計画作成）

交通結節機能高度化協議会

駅内外の一体的整備

その他関係者

速達性向上計画

鉄道事業者

国土交通大臣

地方公共団体

（計画作成）

（計画案の提案、

計画への同意）

連絡線・相互直通施設等の整備

基本方針（国土交通大臣が策定）

交通結節機能高度化計画

鉄道事業者

国土交通大臣

地方公共団体（計画作成）

交通結節機能高度化協議会

駅内外の一体的整備

その他関係者

交通結節機能高度化計画

鉄道事業者

国土交通大臣

地方公共団体（計画作成）

交通結節機能高度化協議会

駅内外の一体的整備

その他関係者



(２)地下高速鉄道の整備 ［事業費：69,020百万円、国費：28,040百万円］

大都市圏における通勤・通学混雑緩和、駅等交通結節点を中心とした沿線地域の活

性化を図るなど、都市機能を再生し、魅力ある都市を創造するために地下高速鉄道の

新線建設、大規模改良工事(バリアフリー化)、耐震補強工事を促進する。

・中之島高速鉄道㈱中之島線をはじめとする、地下高速鉄道の整備を促進

・バリアフリー対策として既設駅のエレベーター等の大規模改良工事を促進

○整備中の路線 〈完成予定年度〉

仙台市東西線（動物公園～荒井：１４．４㎞） 平成２６年度

横浜市４号線（日吉～東山田・川和町～中山：６．０㎞） 平成１９年度

名古屋市６号線（野並～徳重：４．１㎞） 平成２６年度

中 之 島 線（中之島～天満橋：２．９㎞） 平成２０年度

西大阪延伸線（西九条～近鉄難波：３．４㎞） 平成２０年度

【中之島線の例】

平成２０年度完成予定

整備効果

・大阪の東西都市軸を形成し、都市機能の充実と効率的な都市活動を支援

・鉄道交通ネットワーク充実により、都市拠点の広域連携を形成

御

堂

筋

線

四

ッ

橋

線

堺

筋

線

谷

町

線

渡辺橋駅 大江橋駅

天満橋駅

京橋駅

北浜駅
淀屋橋駅

京阪本線

都市再生緊急整備地域

中 之 島 線

中之島駅 なにわ橋駅



(３)ニュータウン鉄道の整備

［事業費：19,190百万円の内数、国費：4,805百万円の内数］

ニュータウン事業を推進し、快適で魅力ある居住空間を創造する観点から、

沿線住民の良質な公共交通機関を確保し、利便性の向上を図るとともに、駅等

交通結節点を中心とした沿線地域のまちづくりを促進するなど都市機能の向上

・活性化を図るためのニュータウン鉄道の整備を推進する。

○整備中の路線

・横浜市４号線(東山田～川和町：７．１ )km
〈平成１９年度完成予定〉

【横浜市４号線】

【センター北駅イメージ】

日　吉

中　山

東山田

川和町



(４)幹線鉄道等の活性化(旅客線化) ［事業費：5,486百万円、国費：711百万円］

既存ストックを有効活用しつつ、沿線地域の通勤・通学輸送を確保するとと

もに、駅等交通結節点を中心とした沿線地域の都市機能の向上・活性化を図る

観点から、大都市圏における貨物鉄道線を旅客線化し、効率的な鉄道整備を実

施する。

○ 整備中の路線

・大阪外環状鉄道㈱大阪外環状線(新大阪～久宝寺：２１．９ )km
〈南区間（放出～久宝寺）平成１９年度完成予定〉

〈北区間（新大阪～放出）平成２３年度完成予定〉



（５） 乗継の円滑化 ［事業費：1,535 百万円、国費：307 百万円］ 

 鉄道路線間の乗継負担を軽減するために、相互直通運転化等の事業を実施し、旅客

の利便性の向上を図る。 

〇継続事業：尼崎駅他（阪神電気鉄道）、西桑名駅（三岐鉄道） 

 【阪神本線･西大阪線と近鉄奈良線の相互直通運転化事業の例】 

近鉄奈良線

尼崎駅

大阪湾

兵庫県

大阪府

大阪市

神戸市

芦屋市 西宮市

西大阪線延伸線

難波

阪神本線・西大阪線と近鉄
奈良線の相互直通運転化

尼崎市

近鉄奈良

西

九

条阪神西大阪線

阪神本線

三宮

 
  

 

前前 

【参考】税

○ 駅の乗

５年間３
改良整備
後

西大阪線下り

至
神
戸 西大阪線上り

至
梅
田

至
西
九
条

本線上り

本線下り

後 
改良整備
尼崎駅概要図
西大阪線上り

本線上り

本線下り

至
神
戸

至
梅
田

西大阪線下り

至
難
波

阪神本線と西大阪線との接続駅となっている尼崎駅の配線変更等を行うことにより、阪神

本線・西大阪線と近鉄奈良線の相互直通運転化がなされ、神戸方面から奈良方面への乗換な

しの移動が可能となる。 
制改正（延長） 

継円滑化のための大規模改良工事により取得する鉄道施設について、課税標準を

／４に軽減（固定資産税、都市計画税） 



（６） 鉄道駅の総合的な改善     ［事業費：4,005 百万円、国費：801 百万円］ 

鉄道利用者の安全性や利便性の向上を図るために、市街地再開発事業、土地区画整

理事業、自由通路の整備等都市側の事業と一体的に鉄道駅のホームやコンコースの拡

幅等を行い、駅機能を総合的に改善する。 

 

 〇継続事業：横浜駅（京浜急行電鉄）、京急蒲田駅（京浜急行電鉄） 

       日暮里駅（京成電鉄）、東長崎駅（西武鉄道）江古田駅（西武鉄道） 

 

 〇新規事業：野方駅（西武鉄道）、西宮北口駅（阪急電鉄） 

【京急蒲田駅（京浜急行本線）の事例】 

整備後 整備前 

空港線 
空港線 

本線 
本線 

本線上り線

２階ホーム

横浜方

横浜方品川方

品川方

横浜→空港

品川→空港 空港→横浜

空港→品川

本線下り線

空港線

３階ホーム

空港線
下り線・空港線ホーム 横浜方品川方

空港線
品川→空港

空港→横浜

上り線ホーム

空港→品川

横浜→空港

本線上り線
本線下り線

至横浜 

完成イメージ 

至品川 

至羽田空港 

【参考】税制改正（延長） 

○ 鉄道駅総合改善事業により取得する鉄道施設について、課税標準を５年間３／４に軽減

（固定資産税） 



〈個性と工夫に満ちた地域社会の再生・活性化等〉 

 

  （７）新幹線鉄道整備事業     ［事業費：263,700 百万円、国費：70,600 百万円］ 

 

  平成１６年１２月の政府・与党申合せに基づき、整備新幹線の着実な整備を推進する。 

 

 

○ 

○ 

新青森－新函館間     平成２７年度末完成予定 

○ 

○ 

平成１６年１２月政府・与党申合せによる整備区間

○ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東北新幹線   
平成 20 年度末完成予定

○福井駅部 

鹿

長崎

 

 

( ）

〈21km〉

〈45km〉

泉

諫早

〈130km〉

平成 22 年度末完成予定

（ｽｰﾊﾟｰ特急） 

 

急） 

 

 

〈31km〉 〈86km〉

○金沢･南越間 

八戸－新青森間      平成２２年度末完成予定 

博多－新八代間      平成２２年度末完成予定 

武雄温泉－諫早間     調整が整った場合には、着工 

北陸新幹線 

長野－金沢(白山総合車両基地)  平成２６年度末完成予定 

福井駅部         平成２０年度末完成予定 
新八代 

児島中央 
平成

 

新鳥栖 
１６年
北海道新幹線 
九州新幹線(鹿児島ルート) 
九州新幹線(長崎ルート) 
九州新幹線
（長崎ルート）
九州新幹線 
鹿児島ルート
博多
○南越･敦賀間
３月開業
○博多･新八代間
（ｽｰﾊﾟｰ特

○諫早･長崎間
ﾌﾘｰｹﾞｰｼﾞﾄﾚｲﾝ
温泉･諫早
武雄温
○武雄 間 



 

整備新幹線の現状 

平成１４年１２

盛岡

八戸
新青森

新函館

札幌

○新函館･札幌間 

 

 

○新青森･新函館間 

 平成 27 年度末完成予定 

線 

線 

※石動･金沢間はｽｰﾊﾟｰ特急

⇒フル規格 

野 

高崎敦賀

井

富山
金沢

平成 26 年度末完成予定 

平成９年１０月開業

白山総合車両基地

○長野･富山間 ○富山･金沢間 
〈68km〉 〈170km〉 

〈82km〉

〈149km〉

〈211km〉

（平成１６年１２月 政府・与党申合せ）
東北新幹線 
平成 22 年度末完成予定 

○八戸･新青森間 

月開業
 

 

 
開業区間 

建設中区間 

新規着工区間 

未着工区間（工事実施計画申請中）

未着工区間（工事実施計画未申請）

凡  例
北海道新幹
北陸新幹
長

石動
南越

福



整備新幹線の取扱いについて

平成１６年１２月１６日

政府・与党申合せ

一、基本的な考え方 ○ 北陸新幹線

整備新幹線については、整備計画に沿って着実に整備を進める必要 長野－金沢車両基地間 フル規格で整備するものとし、富山－石

、 、があるが、公共事業のあり方について、効率化や重点化等の観点から 動間 金沢－金沢車両基地間については

見直しが進められている中、期待感のみをふくらませることは慎むべ 所要の認可等の手続きを経て、平成１７

きである。したがって、安定的な財源見通しを確保した上で新たな着 年度初に着工することとし、長野－金沢

工を行うものとする。 車両基地間で一体的に平成２６年度末の

完成を目指すこととし、できる限り早期

二、既に着工した区間の工期短縮等 の完成に努めることとする

今後の整備新幹線の整備に当たっては、その開業効果をできる限り

早期に発揮させることが国民経済上重要との観点から、先ず開業時期 金沢車両基地－南越間 えちぜん鉄道の高架化と一体的に工事を

が近づいている区間の早期完成を図り、次いで既に着工した区間の工 行うことが効率的な福井駅部について、

期短縮を図ることを基本とする。 所要の認可等の手続きを経て、平成１７

具体的な工期短縮の期間は、公共事業の性格上、今後概ね十年程度 年度初に着工し、平成２０年度末の完成

とすることが適当である。 を目指す

南越－敦賀間 所要の手続きを経て、直ちに工事実施計

三、新たな区間の着工 画の認可申請を行う

新たな区間の着工については、現在工事実施計画の認可申請がなさ

れている区間のうち、特に整備効果の高い区間や既に着工した区間と 五、整備財源

同時開業の望ましい区間について新たに着工することを優先する。 整備新幹線整備財源として 平成２５年度以降の新幹線譲渡収入 新、 （

また、その際には、収支採算性、投資効果等を十分に吟味するとと 幹線整備充当分）に限り前倒して活用する。この場合、地方公共団

もに、ＪＲの同意、並行在来線の経営分離についての沿線地方公共団 体は、前倒し活用した新幹線譲渡収入の額の２分の１を負担する。

体の同意の取付等基本条件が整えられていることを確認した上で行

う。 六、平成十七年度の整備新幹線関係予算は、以下のとおりとする。

なお、並行在来線の経営分離について沿線地方公共団体が同意する ○ 整備新幹線建設事業費２，１９５億円を計上する。このため、

に際し、並行在来線を第三セクターで経営する場合には、沿線地方公 公共事業関係費７０６億円を計上する。

共団体はその経営見通しについて十分検討を行う必要がある。 ○ 整備新幹線建設推進高度化等事業費３５億円を計上する。

四、各線区の取扱い 七、北海道新幹線（新青森～新函館 、北陸新幹線（上越～金沢）など）

○ 東北新幹線 が整備されることに伴い生じる根元受益に関するＪＲの負担額につい

八戸－新青森間 平成２２年度末の完成を目指す ては、これらの区間の開業時に精査する。

○ 北海道新幹線 八、軌間可変電車の技術開発を推進し、早期実用化を図る。

新青森－新函館間 所要の認可等の手続きを経て平成１７年度初

に着工し、平成２７年度末の完成を目指すこ 九、今後の整備新幹線の取扱いについては、必要に応じ随時見直しを行

ととし、できる限り早期の完成に努める うものとする。

○ 九州新幹線（鹿児島ルート） 十、本申合せに抵触しない事項であって従来の整備新幹線に係る申合せ

博多－新八代間 平成２２年度末の完成を目指す に規定されている事項は、依然として有効である。

○ 九州新幹線（長崎ルート）

武雄温泉－諫早間 並行在来線区間の運営のあり方については、

長崎県の協力を得ながら佐賀県において検討

を行うこととし、速やかに結論を出すことと

する。調整が整った場合には、着工する。そ

、 。の際 軌間可変電車方式による整備を目指す

長崎駅部の調査を行う



 

（８）整備新幹線建設推進高度化等事業 ［事業費：3,350 百万円、国費：3,350 百万円］ 

 
整備新幹線の未着工区間における設計施工法等調査や整備新幹線の整備効果を高める

ための軌間可変技術調査などを行う。 
 
 ○ 実施調査内容      

・ 未着工区間における所要の調査（設計施工法等調査、経済設計調査等） 
・ 軌間可変技術に関する調査 

 
 
 （９）在来幹線鉄道の高速化         ［事業費：1,770 百万円、国費：472 百万円］ 
 
広域的な地域間の連携の強化や地域の活性化に資する高速輸送体系の形成を促進  

するため、既存の鉄道施設を最大限有効活用して、線路の曲線改良、単線区間の複線化等

による在来幹線鉄道の高速化を図る。また、駅周辺整備等沿線のまちづくり事業と連携し

た在来線の高速化事業を実施し、相乗的な沿線地域の活性化を図る。 

 

  ○ 整備中の路線    

 ・ 宇野線・本四備讃線 岡山・児島間(まちづくり事業と連携)〈平成 20 年度完成予定〉 
・ 北勢線 西桑名・阿下喜間(まちづくり事業と連携)〈平成 20 年度完成予定〉         
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化事業路線図】 
 

利用者の利便性向上を図る 

とともに、地域の発展、活性 

化を実現 

相乗効果 

高速化事業：岡山・児島間 

（部分複線化、曲線改良） 

まちづくり事業と連携した在来幹線鉄道の高速化（宇野線・本四備讃線の例）
 島 
 

(※)新幹線、在来線の乗継円滑化のための岡山駅の 

まちづくり事業（例）： 
岡山駅周辺整備（西口広場拡張、自由通路の整備） 

 

 

橋上化を併せて整備 
 

高松
予讃線 



（10）地方鉄道活性化支援事業

① 地方鉄道活性化（近代化補助） ［事業費：7,016百万円、国費：2,401百万円]

・ 地方鉄道における安全性を確保する観点から、経営基盤の脆弱な地方鉄道事業者
が行う安全対策設備整備の促進を図る。

・ 地方鉄道活性化のため、ⅰ）鉄道事業者と自治体による利便性向上に向けた沿線
まちづくり、沿線の企業・ ・住民等による利用促進策と連携した「再生計画」NPO
の策定を促進するとともに、ⅱ）沿線まちづくりと連携した「再生計画」に基づき
鉄道事業者が行う取組に対し支援を行う。

○ 支援内容
・ 安全対策設備整備について補助
・ 活性化に著しい効果が期待できる設備整備について重点的に補助
（車両の増備・更新、行違い設備の新設・改良、出改札の新設・改良、駅舎の改
良、ホームの新設・延伸、Ｐ＆Ｒ駐車場・駐輪場整備、新駅設置、部分的複線
化：補助率１／３）

・ 再生計画に基づき補助採択された事業について、計画期間中に限り黒字転換事
業者に対しても補助

［うち経済成長戦略推進施策］ ［事業費：1,230百万円、国費：410百万円]

鉄道軌道近代化設備整備費補助の「再生計画」に基づく事業（自治体のまちづくり
等と連携して行われる地方鉄道の活性化）のうち、特に、地域の企業・ ・住民等NPO
による先進的な利用促進の取組に対し重点的に支援を行う。

安全に関
する設備
整備

活性化に
資する
設備整備
（再生計画）

・沿線自治体
と連携

地方鉄道のＬＲ
Ｔ化

・低床車両、制振
レール等

・官民協働による新
たな活性化支援方
策の検討

・経営改善方策（コ
スト縮減等）

地 方 鉄 道 活 性 化 支 援 事 業

経済成長戦略推進施策
・民間の先進的な取組とも連携 道路局、都市・地域整

備局と連携

ＬＲＴ総合整備事業

ＤＭＶの普及促進
に係る技術開発

地方鉄道調査
鉄道軌道近代化
設備整備費補助金

ＬＲＴシステム
整備費補助金

安全に関
する設備
整備

活性化に
資する
設備整備
（再生計画）

・沿線自治体
と連携

地方鉄道のＬＲ
Ｔ化

・低床車両、制振
レール等

・官民協働による新
たな活性化支援方
策の検討

・経営改善方策（コ
スト縮減等）

地 方 鉄 道 活 性 化 支 援 事 業

経済成長戦略推進施策
・民間の先進的な取組とも連携 道路局、都市・地域整

備局と連携

ＬＲＴ総合整備事業

ＤＭＶの普及促進
に係る技術開発

地方鉄道調査
鉄道軌道近代化
設備整備費補助金

ＬＲＴシステム
整備費補助金



○ 地方鉄道活性化（近代化補助）フロー図

〔経済成長戦略推進施策対象事業〕

（車両の更新）
まちづくりと連携した鉄道の利用促進輸送力・快適性向上

（高性能車両の導入）

乗継ぎ改善施策

住
民
等

住
民
等

住
民
等

住
民
等 協 議 ＋ 策 定

再 生計 画

関係自 治体 等

○利便性向上のための設備整備
・速達性の向上
・運行頻度、輸送力の向上

○沿線まちづくりと連携した鉄道施設の整備
・高齢者対応→バリアフリー化
・乗継ぎ改善→P&R駐車場・駐輪場
・鉄道の利用促進→新駅設置 等

支 援 の 実施

複線化・行違い設備
高性能車両の導入

活性化の大きい
取組を重点支援
（近代化補助）

企業、ＮＰＯ、住民によ
る先進的な利用促進の
取組

（新駅設置）

自治体によるまちづ
くり、中心市街地活
性化等の重点支援

（Ｐ＆Ｒ駐車場）

自立的な地域再生、中心市街地活性化

地方鉄道の活性化（地域主体・官民協働）

鉄 道 事 業者

〔経済成長戦略推進施策対象事業〕

（車両の更新）
まちづくりと連携した鉄道の利用促進輸送力・快適性向上

（高性能車両の導入）

乗継ぎ改善施策

住
民
等

住
民
等

住
民
等

住
民
等 協 議 ＋ 策 定

再 生計 画

関係自 治体 等

○利便性向上のための設備整備
・速達性の向上
・運行頻度、輸送力の向上

○沿線まちづくりと連携した鉄道施設の整備
・高齢者対応→バリアフリー化
・乗継ぎ改善→P&R駐車場・駐輪場
・鉄道の利用促進→新駅設置 等

支 援 の 実施

複線化・行違い設備
高性能車両の導入

活性化の大きい
取組を重点支援
（近代化補助）

企業、ＮＰＯ、住民によ
る先進的な利用促進の
取組

（新駅設置）

自治体によるまちづ
くり、中心市街地活
性化等の重点支援

（Ｐ＆Ｒ駐車場）

自立的な地域再生、中心市街地活性化

地方鉄道の活性化（地域主体・官民協働）

鉄 道 事 業者



［ 、 ］② ＬＲＴシステムの整備 事業費：2,200百万円 国費：550百万円

速達性に優れ、バリアフリーや環境にも優しい利用者本位の交通体系の構築を促進す

る観点から、まちづくりと連携したＬＲＴシステムの整備を推進するため、低床式車両

その他ＬＲＴシステムの構築に不可欠な施設の整備を行う鉄軌道事業者に対し支援を行

う。

○ 支援内容

、 、 、 、・補助対象施設：低床式車両(ＬＲＶ) 停留施設 レール(制振軌道) 変電所の増強

車庫の増備、ＩＣカードシステム、相互直通化のための施設

・補 助 率：１／４

〈富山ライトレールの整備事例〉

低床式車両の導入 制振軌道の整備

ＩＣカードシステムの導入 停留施設の整備



③ ＤＭＶの普及促進に係る技術開発（新規）

［事業費：40百万円、国費：40百万円］

デュアル・モード・ビークル（ＤＭＶ）は、現在技術開発等が進められている線路

と道路の両用できる車両である。ＤＭＶはその特性から地域の鉄道、バスの交通ネッ

トワークの維持や公共交通の活性化に資する新たな地域の足として機能することが期

待される技術であり、普及に資するコスト低減等の新しいシステムの実用化のための

技術開発を推進する。

○課題と対応

課題例 ＤＭＶの進入出時の信号・保安システム

［ ］④ 地方鉄道の活性化支援・経営改善方策に関する調査（新規） 国費：180百万円の内数

地方鉄道について、沿線との連携、官民協働による新たな活性化支援方策や経営改

善方策、効果的な支援策を調査する。

 

駆動輪（後部ゴムタイヤ） 

後部ガイド輪 

前部ガイド輪 

 〔ＤＭＶの特性〕 
○「乗り換えなし」、「道路部を使用」⇒アクセス、シームレス対策の推進へ大きな可能性

○「鉄道部を利用」⇒道路状況、時間帯に関わらず定時性確保 

○「既存ストック活用型技術の利用」⇒レール部等、運行の低コスト化実現 

道路から線路へのモードチェンジのイメージ

 他の列車の制御 他の列車の制御 

進入許可等 
道路走行 道路走行 

線路走行 
進出許可等 

信号・保安システムに関するコスト低減等の技術開発支援を行い、中小事

業者にも普及可能なシステムの確立を目指す。 

導入コストが高額なため、 

比較的規模の大きな事業者しか、導入できない。 

＊ ＤＭＶは常時線路上に存在せず、例えば、道路－線路間を進入出する場合、既存の信号・
保安システムは、ＤＭＶの進入出を認識することができない。このため、無線システム等を
利用して既存システムにＤＭＶの進入出を認識させることが安全の確保に重要。 

＊ 無線システム等を利用した信号・保安システムは非常に高額 





（２）鉄道駅の耐震補強 ［事業費：990百万円、国費：330百万円］

今後発生が予測される大規模地震に備え、耐震化が未実施で、かつ、緊急人員輸送

の拠点等の機能を有する、１日あたりの乗降人員が１万人以上の在来線駅について、

耐震補強の緊急的実施を図る。

○ 整備期間 平成１８～２２年度（５年間）

【耐震補強のイメージ（鉄骨ブレース 】）

近畿日本鉄道 河内山本駅



（３）地下鉄等における災害情報基盤の整備

［事業費：440百万円、国費：110百万円］

大地震発生時等には多数の地下部を運行する列車が停止され、車内に閉じこめられ

た多くの利用者の混乱等による二次災害を防止するためには速やかな情報提供と救出

活動が必要となることから、地下鉄の電波遮蔽区間においても携帯電話による情報や

ラジオによる情報受信が可能となるように地上波の再送信設備設置（ＬＣＸ（漏洩同

軸ケーブル）等）の整備促進を図る。

○ 整備期間 平成１８～２２年度（５年間）

【災害情報基盤整備事業のイメージ】

※ＬＣＸ（漏洩同軸ケーブル）[ ]Leaky CoaXial cable

同軸ケーブルのシールドに、わずかなスリットを設ける

ことにより電波を漏洩させるという原理である。ＦＭラ

ジオから携帯電話まで幅広い用途に使用可能である。

中心導体

絶縁体外部被覆

スリット

シールド

中心導体

絶縁体外部被覆

スリット

シールド

地上

地下

車内放送テレビラジオ Ｗｅｂ携帯電話

地上波

受信施設

増幅器

ＬＣＸ

光ケーブル

再送信

トンネル

地上

地下

車内放送テレビラジオ Ｗｅｂ携帯電話

地上波

受信施設

増幅器

ＬＣＸ

光ケーブル

再送信

トンネル



（４）地方鉄道における安全対策

［事業費：7,016百万円の内数、 国費：2,401百万円の内数]
地方鉄道における安全性を確保する観点から、経営基盤の脆弱な地方鉄道事業者が

行う安全対策設備整備の促進を図る必要がある。
平成１７年１２月のＪＲ東日本羽越線の列車脱線事故や平成１８年豪雪等を踏まえ

た防風・防除雪等安全対策設備整備、重軌条化等緊急に改善を要する設備整備及び安
全管理体制・人材育成強化に対する支援を推進する。

○支援内容
＜安全対策設備整備＞

＜緊急保全整備事業＞
安全性緊急評価の結果を踏まえ平成１６～２０年度に緊急に改善を要する設備

整備に対する補助事業（重軌条化、軌道強化、 の新設・改良、橋梁・トンネATS
ルの改修等）＜平成１６年度より実施＞

＜安全管理体制・人材育成強化＞［新規事項］
近代化設備整備（ハード）に対する支援と合わせ安全管理体制・人材育成強化

（ソフト）を支援することにより、地方鉄道の効果的・相乗的な安全対策を推進
する。

【参考】税制改正（延長）

○ 鉄道軌道近代化設備整備費補助金により取得する鉄道施設について、課税標準
を５年間１／２（緊急に実施する必要があるものは５年間１／４）に軽減（固定
資産税）



（５）鉄道の安全対策等に係る技術開発等

［事業費：724百万円の内数、国費：362百万円の内数］

鉄道の安全性・環境性等を向上させる観点から、基礎的、先導的技術開発等を推

進する必要がある。

平成19年度は、福知山線事故、新潟県中越地震による新幹線脱線などを踏まえ、

平成18年度から進めている脱線及び震災時の被害軽減に関する試験研究・技術開発

等を継続すると共に、新規にＧＰＳ等を活用した運転管理システムの技術開発を実

施する。

○ 技術開発内容

・鉄道の安全性の更なる向上に資する技術開発

・鉄道の治安及び安心の確保に関する技術開発

・鉄道の環境負荷の低減及び保守の効率化に資する技術開発

○ 研究テーマ例

【車両の衝突安全性向上に関する研究】

【次世代運転管理システムの技術開発（新規 】）

次世代運転管理システムのイメージ

ＧＰＳ 

・運転情報表示 
・ 曲線や線路終端部等の速度制限 

箇所でのブレーキ制御等

車両強度の検討例（試験のイメージ）



（６）鉄道防災事業 ［事業費：880百万円、国費：500百万円］

① 落石・なだれ対策等

旅客会社等が実施する落石・なだれ対策、海岸保全等のための施設の整備であっ

て、その効果が単に鉄道の安全確保に寄与するのみならず、住民、道路、耕地等の

保全保護にも資する事業を推進する。

【鉄道防災事業の概念図】

【落石防止擁壁の一例】 【護岸壁の一例】

② 青函トンネルの改修

北海道と本州を結び、国土を一体化して本州と北海道内の人流・物流の円滑化を

通じ国土の均衡ある発展、国民生活の安定等に大きく寄与している、青函トンネル

の機能保全を図るための施設の改修事業を推進する。

平成１９年度は列車集中制御装置（ＣＴＣ）や地震検知装置の改修を行う。

【列車集中制御装置】 【地震検知装置】



（７）鉄道災害復旧事業 ［事業費：272百万円、国費：68百万円］

経営の厳しい鉄軌道事業者が大規模災害を受けた場合、速やかな災害復旧を実施

することにより、鉄道輸送を確保し、国民生活の安定を図る。

【長良川鉄道 平成１６年１０月に発生した台風による道床流出】

【復旧前】 【復旧後】

【錦川鉄道 平成１７年９月に発生した台風による土砂流入】

【復旧前】 【復旧後】



 

（９）鉄道テロ対策に資する新技術の活用に関する調査  ［国費：180 百万円の内数］ 
 

 

 

 ２００５年７月の英国・ロンドンでの地下鉄等同時爆破テロ事件、本年７月のインド・

ムンバイでの列車同時爆破テロ事件等、鉄道を対象としたテロ事件が発生している。 

我が国においては、「見せる警備・利用者の参加」を軸とした施策や、危機管理レベル

の設定など鉄道テロ対策の充実を図ってきているところであるが、テロを未然に防止す

るためには、乗客の円滑な流動や利便性を阻害することなく安全・安心な輸送サービス

を確保する新しい技術の活用も期待されている。 

このため、不審者や放置物を検知・追跡するシステムやテロに使用される可能性のあ

る生物剤や化学剤を検知するシステム等、鉄道テロ対策に資する新しい技術の活用の可

能性について、鉄道駅における実証実験等の実施を含めて調査・検討を実施。 

 

 

鉄道テロ対策への活用が期待される新技術の例 

 

 爆発物等の不審物を放置した者や立入制限区域への侵入者をモニター上で検知し

（   印）、次に、当該不審者が逃走する状況を複数のネットワークカメラによって

追跡するシステムの検討。 

１．モニターが不審物放置者や侵入者の

姿を認識すると警告音を発生。 

２．複数のカメラの連動によって 

不審者の位置を確認・追跡する

ことが可能。 

モニター

不審物 

防犯カメラ 

不審物の置き

去りを検知 

防犯カメラ
防犯カメラ 

逃走するテロ

リストを追跡 

ブザーに

より警告

不審者 

不審者検知・追跡システム  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



４．柔軟で豊かな社会の実現

鉄道におけるバリアフリー化の推進

① 鉄道駅のバリアフリー化 ［事業費：28,720百万円、国費：8,552百万円］

総合的・一体的なバリアフリー化の推進を柱とする新バリアフリー法の制定を踏

まえ、鉄道駅におけるエレベーター等の設置による段差の解消、視覚障害者誘導用

ブロックの整備、障害者対応型トイレの設置等のバリアフリー化設備の整備を推進

し、移動制約者等の円滑な移動を確保する。

② バリアフリーの深度化方策に関する調査（新規） ［国費：180 百万円の内数］

鉄道におけるバリアフリーをさらに深度化させるための方策について、ハードと

ソフトの両面から調査・検討を行う。

○ ホームからの転落防止等の観点から設置が望まれている可動式ホーム柵等の

導入に関する調査・検討

○ 鉄道事業者のみならず利用者等も高齢者・障害者等の円滑な鉄道の利用につ

いて理解し、協力していく「心のバリアフリー」の浸透を図るための調査・検

討

建築物内部までの連
続的な経路を確保

公園
駐車場

官公庁 福祉施設

福祉施設

駐車場

福祉施設
病院

官公庁

福祉施設

駐車場

自由
通路

旅客施設を含まないエリアどり

商業施設

駅、駅前のビル等、複数の管理者が関
係する経路について協定制度

商業施設鉄道駅

新バリアフリー法に基づく重点整備地区
における移動等の円滑化のイメージ

バス車両

旅客施設から徒歩圏
外のエリアどり 官公庁

路外駐車場、都市公園及び
これらに至る経路について
の移動等の円滑化を推進

交通バリアフリー法の
対象

新バリアフリー法によ
り拡大される部分

障害者対応型トイレ

移動円滑化された経路

エレベーター

エレベーター

エレベーター

段差・隙間解消設備

【凡例】

＊鉄道駅におけるバリアフリー化のイメージ＊

建築物内部までの連
続的な経路を確保

公園
駐車場

官公庁 福祉施設

福祉施設

駐車場

福祉施設
病院

官公庁

福祉施設

駐車場

自由
通路

旅客施設を含まないエリアどり

商業施設

駅、駅前のビル等、複数の管理者が関
係する経路について協定制度

商業施設鉄道駅

新バリアフリー法に基づく重点整備地区
における移動等の円滑化のイメージ

バス車両

旅客施設から徒歩圏
外のエリアどり 官公庁

路外駐車場、都市公園及び
これらに至る経路について
の移動等の円滑化を推進

交通バリアフリー法の
対象

新バリアフリー法によ
り拡大される部分

障害者対応型トイレ

移動円滑化された経路

エレベーター

エレベーター

エレベーター

段差・隙間解消設備

【凡例】

＊鉄道駅におけるバリアフリー化のイメージ＊



５．技術開発

（１）超電導磁気浮上式鉄道（超電導ﾘﾆｱ）技術開発

［事業費：3,235百万円、国費：669百万円］

超電導磁気浮上式鉄道は、次世代の超高速大量輸送システムの実現を目指して技

術開発が進められている鉄道であり、その高速性により我が国の経済・社会構造を

抜本的に変革する可能性のある交通機関である。

平成9年4月から山梨実験線において走行試験を開始し、平成17年3月の「実用技

術評価委員会」において、これまでの技術開発について「実用化の基盤技術が確立

した」との評価を受ける一方、メンテナンスを含めた更なるコスト低減のための技

術開発が必要とされ、走行試験を継続することについて提言を受けた。これらを踏

まえ、走行試験を含む技術開発を進めているところである。

平成19年度は、山梨実験線において走行試験を継続すると共に、シミュレーショ

ンによる長大編成を想定した車両運動の評価等を実施する。

〔技術開発の目標〕

（ ）① 高 速 性 の 目 標：営業最高速度500㎞/h 実験線最高速度550km/h以上

② 輸送力・定時性の目標：ピーク時間当たり1万人程度（片道）

③ 経 済 性 の 目 標：採算性を踏まえたシステムの経済性を確立

〔参考〕平成15年12月2日、最高速度（有人走行）581km/hを記録

走行試験中の超電導リニア車両



［ 、 ］（２）高温超電導磁石等高度化技術開発 事業費：200百万円 国費：100百万円

リニア車両の超電導磁石は、超電導状態にするためのコイル等の冷却に液体ヘリウ

ムを使用しているが、平成16年度から、冷却に液体ヘリウムを使用しないこと等によ

り、一層の信頼性の向上及びコスト低減が期待される高温超電導磁石及び地上に設置

する推進・浮上・案内兼用方式コイル(PLG：Combined Propulsion, Levitation and

Guidance System)等の技術開発を進めている。

平成19年度は、高温超電導磁石の高度化技術開発を進めると共に、これまでの要素

開発成果を盛り込んだPLGコイルの試作及び性能検証等を実施する。

リニア用の高温超電導磁石の技術開発のイメージ

（熱伝導を利用して冷却器から直接冷却） 

低温超電導磁石 （－２６９℃）

高温超電導磁石 （－２５３℃） 

＋＋１１６６℃℃  

（ニオブチタンコイルを液体ヘリウムに浸し、冷却） 

 

液体ヘリウム液体窒素

液体ヘリウムに浸された 
ニオブチタン合金コイル 

液体窒素による 
輻射熱シールド板冷却 

真空 

冷却器 
冷却器

冷却器

真空内にある 
ビスマス系線材コイル 

真空



（３）軌間可変電車（ﾌﾘｰｹﾞｰｼﾞﾄﾚｲﾝ）技術開発

［事業費：3,350百万円の内数、 国費：3,350百万円の内数］

（ ） 、 （ ）軌間可変電車 フリーゲージトレイン とは 左右の車輪間隔をレールの幅 軌間

にあわせて自動的に変換できる電車である。

この技術が実用化されると、軌間の異なる新幹線と在来線の直通運転が既存レール

の幅を変えることなく行うことができるため、目的地までの到達時分の短縮、乗り換

え不便の解消など、鉄道利用者の利便性の向上を図ることができるとともに、直通運

転のための施設整備（工事）費等の低減も図ることができる。

軌間可変電車の技術開発については、これまで国内外において走行試験等を行い、

一定の性能について確認したところであり、現在は、これまでの各種試験の結果を踏

まえた改良型車両の製作を進めているところである。

平成19年度は、完成した新型車両により走行試験を実施し、所要の性能を確認する

とともに、試験の結果を踏まえ台車の改良等を行うなど、早期実用化に向けた技術開

発を推進する。

【新幹線電車】 【フリーゲージトレイン】 【軌間を変換する仕組み】

 

在来線 

（1,067mm）

軌間変換装置 

新幹線 

（1,435mm） 

 



Ⅶ．連携・融合施策

施策の効率化、効果等の早期発現、質の向上を図るため、都市整備、交通連携、交

、 、 、通安全等に係る施策の本格的な融合・連携を進め 社会資本の整合的 効率的な整備

総合的な交通体系の構築を進める。

（１）都市鉄道利便増進事業（交通結節機能高度化計画）

都市鉄道等利便増進法に基づき、地方自治体や鉄道事業者等から構成される協議

会を設置し、駅施設と駅周辺施設との一体的な整備計画を策定するとともに、これ

に基づく整備を鉄道側と都市側が連携して推進。

【交通結節機能高度化計画のスキーム】

交通結節機能高度化計画

鉄道事業者

国土交通大臣

地方公共団体（計画作成）

交通結節機能高度化協議会

駅内外の一体的整備

その他関係者

交通結節機能高度化計画

鉄道事業者

国土交通大臣

地方公共団体（計画作成）

交通結節機能高度化協議会

駅内外の一体的整備

その他関係者



（２）ＬＲＴの整備の推進

都市内交通の改善、人と環境にやさしい都市公共交通の構築のため、鉄軌道事業者と

地方公共団体等からなるＬＲＴプロジェクト推進協議会が策定するＬＲＴ整備計画に基

づく事業に対して一体的な支援を行うＬＲＴ総合整備事業等により、関係部局と連携し

てＬＲＴの整備を推進する。

ＬＲＴシステム整備費補助

（都市・地域整備局）（道路局、都市・地域整備局）

ＬＲＴプロジェクト推進協議会の設置

事業者 自治体 有識者・ＮＰＯ

国（運輸局、整備局）、公安委員会

合意形成・ＬＲＴ整備計画の策定

ＬＲＴプロジェクトの概要

路面電車走行空間改築事業 都市交通システム整備事業

【補助対象者】地方公共団体等【補助対象者】道路管理者

【補助対象者】鉄軌道事業者

計画について一体的・総合的に支援

ＬＲＴ総合整備事業

鉄道局

・低床式車両その他ＬＲＴシステムの構築に
不可欠な施設の整備に対して補助

・補助率１／４

・総合的な都市交通の戦略に基づく公共
交通の施設整備に対し包括的に支援・ＬＲＴの走行空間の整備に対して支援



（３）駅・まち一体改善事業

交通結節点を中心とした都市の再生やバリアフリー化を更に推進するため、道
路・都市事業と鉄道事業を同時採択し、連携して鉄道駅及び駅周辺の効率的な
整備を図る。

○新規事業：野方駅（西武鉄道）

＜駅・まち一体改善事業のイメージ＞

【整備前】 【整備後】

【完成イメージ】

プラットホーム

改札口が片側のみバス停

ボトルネック踏切 ボトルネック踏切

バス停

改札口

自由通路

エレベーター・
エスカレーターの設置

広場の整備



（４）都市圏の交通円滑化

踏切事故や交通渋滞の原因となるなど、社会的な問題となっている「開かずの

踏切」等に対し、安全性の向上及び交通の円滑化を図るため、踏切道の立体交差

化、構造改良及び踏切保安設備の整備等の促進を図る。

【踏切道対策の主なメニュー】

【地域の実情を反映した円滑な踏切道の改良イメージ】

踏切道対策

抜本対策

速効対策

立体交差

廃止（統廃合）

構造改良（拡幅等）

踏切保安設備整備(※)

その他（交通の転換等）

連続立体交差

単独立体交差

歩行者等立体横断施設整備

（踏切道の除却）

（踏切交通の円滑化等）

※(鉄道局関連)踏切保安設備整備費補助

横断歩道橋等の整備

構造改良
(歩道拡幅等)

踏切保安設備

連続立体交差事業

（交通の転換）

（既存踏切道の除却）

新設立体交差事業

構造改良（歩道拡幅等）

横断歩道橋等の整備

単独立体交差事業

（既存踏切道の除却）

踏切保安設備



Ⅷ．政策評価の概要

平成１９年度予算に向けた新規事業採択時評価

公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、国土交通省

政策評価基本計画に基づき、公共事業の新規事業採択時評価等を実施している。

平成１９年度予算において新たに事業費を予算化しようとする４事業（相鉄・東急

直通線速達性向上事業、北九州・福岡間鉄道貨物輸送力増強事業、野方駅及び西宮北

口駅総合改善事業）について、以下のとおり新規事業採択時評価を実施した。

新規事業採択時評価結果

新規事業
採択時評価

【公共事業関係費】

【都市・幹線鉄道整備事業】
（都市鉄道利便増進事業）

総便益

（億円）

相鉄・東急直通線速

達性向上事業

鉄道建設・運輸施設

整備支援機構

1,957 3,044 1,551 2.0

（幹線鉄道等活性化事業）

総便益

（億円）

北九州・福岡間鉄道

貨物輸送力増強事業

第三セクター等公的

主体

25 65 30 2.2

（鉄道駅総合改善事業）

総便益

（億円）

野方駅総合改善事業

第三セクター等公的

主体

15 85 15 5.7

西宮北口駅総合改善

事業

第三セクター等公的

主体

35 119 32 3.8

平成17年度西宮北口駅乗降

人員

72,492人/日

バリアフリー化、地域分断の解消等

平成17年度野方駅乗降人員

21,885人/日
バリアフリー化、踏切混雑の緩和等

便益の主な根拠

便益の主な根拠
Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

地域経済の活性化、環境問題への対応等
鉄道コンテナの輸送力増強

（17万トン／年）

事 業 名

事業主体

総事業費

（億円）

便益（Ｂ） 費用

（Ｃ）

（億円）

平成31年度の輸送人員

202千人／日

経路の選択肢の増加、乗換回数の減少、

新幹線鉄道へのアクセス向上

事 業 名

事業主体

総事業費

（億円）

便益（Ｂ） 費用

（Ｃ）

（億円）

Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

事 業 名

事業主体

総事業費

（億円）

費用

（Ｃ）

（億円）

Ｂ／Ｃ

便益（Ｂ）

便益の主な根拠
その他の指標による評価




